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平成 1 8 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要 平成 17 年 11 月 17 日 

 

上場会社名 澁澤倉庫株式会社  上場取引所 東 

コード番号 9304 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.shibusawa.co.jp/） 

代  表  者 役職名 取締役社長 氏名 犬塚 静衞 

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部財経部長 氏名 下岡  隆 ℡ (03)3660-4119 

決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 17 日 中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成 17 年 12 月 8 日 単元株制度採用の有無 有 (1 単元 1,000 株) 

１. 17 年 9 月中間期の業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
17 年 9 月中間期 23,442 2.2 1,095 64.9 1,157 82.2 
16 年 9 月中間期 22,928 1.3 664 3.0 635 0.5 

17 年 3 月期 45,411  1,510  1,334  

 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円  銭 
17 年 9 月中間期 △3,229 － △42  46 
16 年 9 月中間期 278 △10.8 3  66 

17 年 3 月期 641  8  17 

（注） ① 期中平均株式数 17 年 9 月中間期 76,062,154 株 16 年 9 月中間期 76,074,790 株 
   17 年 3 月期 76,071,588 株 
 ② 会計処理の方法の変更 有（「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。） 
 ③ 売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円  銭 円  銭  
17 年 9 月中間期 3  00 －  
16 年 9 月中間期 3  00 －  

17 年 3 月期 － 6  00  

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
17 年 9 月中間期 81,343 31,408 38.6 412  94 
16 年 9 月中間期 84,490 32,616 38.6 428  76 

17 年 3 月期 85,046 33,462 39.3 439  66 

（注） ① 期末発行済株式数 17 年 9 月中間期 76,061,312 株 16 年 9 月中間期 76,072,472 株 
   17 年 3 月期 76,064,370 株 
 ② 期末自己株式数 17 年 9 月中間期 27,425 株 16 年 9 月中間期 16,265 株 
   17 年 3 月期 24,367 株 

２. 18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 
通  期 46,000 1,940 1,850 △3,070 3  00 6  00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益(通期)  △40 円 36 銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業
績は今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
業績予想の前提条件および業績予想のご利用に当たっての留意事項等につきましては、連結添付資料 9 ペ
ージの「通期の見通し」を参照してください。 

 



（個別中間財務諸表の概要添付資料）

    単位 : 百万円(百万円未満切捨)

構成比 構成比 構成比

％ ％ ％

流    動    資    産 〔 18,788 〕 23.1 〔 25,288 〕 29.7 〔 △ 6,500 〕 〔 25,575 〕 30.3

現 金 及 び 預 金 4,490 7,361 △ 2,870 7,117

受 取 手 形 961 636 324 342

取 引 先 未 収 金 8,341 7,900 440 7,980

有 価 証 券 3,051 7,070 △ 4,018 8,252

繰 延 税 金 資 産 574 876 △ 302 330

そ の 他 1,399 1,492 △ 92 1,604

貸 倒 引 当 金 △ 30 △ 48 18 △ 52

固    定    資    産 〔 62,555 〕 76.9 〔 59,757 〕 70.3 〔 2,797 〕 〔 58,914 〕 69.7

 ( 39,104 ) (48.1)  ( 41,436 ) (48.7)  ( △ 2,331 )  ( 41,035 ) (48.5)

建 物 22,883 24,087 △ 1,203 24,781

土 地 14,514 15,606 △ 1,091 14,987

建 設 仮 勘 定 547 544 2 －

そ の 他 1,158 1,198 △ 39 1,266

 ( 991 ) (1.2)  ( 1,065 ) (1.3)  ( △ 73 )  ( 1,318 ) (1.6)

 ( 22,458 ) (27.6)  ( 17,255 ) (20.3)  ( 5,203 )  ( 16,560 ) (19.6)

投 資 有 価 証 券 17,837 12,458 5,378 11,133

繰 延 税 金 資 産 － － － 267

そ の 他 4,886 5,107 △ 221 5,560

貸 倒 引 当 金 △ 265 △ 311 45 △ 401

81,343 100.0 85,046 100.0 △ 3,702 84,490 100.0

期     別 

有 形 固 定 資 産

 科     目

【 資 産 の 部 】

資 産 合 計

(17.３.31現在)(17.９.30現在)

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

１．中 間 貸 借 対 照 表

前 年 中 間 期

金 額金 額

前期末比増減
(16.９.30現在)

当 中 間 期 前 期

金 額 金 額
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構成比 構成比 構成比

％ ％ ％

流    動    負    債 〔 16,957 〕 20.9  〔 13,309 〕 15.7  〔 3,648 〕 〔 21,301 〕 25.2  

－ － － 7

5,692 5,865 △ 173 5,926

5,105 5,135 △ 30 5,026

4,000 － 4,000 7,000

48 83 △ 34 27

369 373 △ 4 403

1,741 1,850 △ 109 2,908

固    定    負    債 〔 32,977 〕 40.5  〔 38,274 〕 45.0  〔 △ 5,296 〕 〔 30,572 〕 36.2  

3,000 7,000 △ 4,000 7,000

17,615 21,748 △ 4,133 14,721

5,782 6,014 △ 231 6,408

2,060 1,023 1,036 －

2,213 2,163 49 2,146

203 324 △ 120 295

2,102 － 2,102 －

49,935 61.4  51,583 60.7  △ 1,648 51,873 61.4  

【  資  本  の  部  】

資       本       金 〔 7,847 〕 9.6   〔 7,847 〕 9.2   〔 － 〕 〔 7,847 〕 9.3   

資　 本　 剰　余　金 〔 5,660 〕 7.0   〔 5,660 〕 6.7   〔 － 〕 〔 5,660 〕 6.7   

5,660 5,660 － 5,660

利   益   剰  余  金 〔 13,728 〕 16.9  〔 17,206 〕 20.2  〔 △ 3,477 〕 〔 17,071 〕 20.2  

15,820 15,963 △ 143 15,963

△ 2,091 1,242 △ 3,334 1,107

〔 4,178 〕 5.1   〔 2,753 〕 3.2   〔 1,424 〕 〔 2,040 〕 2.4   

自　　己　　株　　式 〔 △ 6 〕 △0.0 〔 △ 5 〕 △0.0 〔 △ 0 〕 〔 △ 3 〕 △0.0

31,408 38.6  33,462 39.3  △ 2,054 32,616 38.6  

81,343 100.0 85,046 100.0 △ 3,702 84,490 100.0

前 年 中 間 期

金 額金 額

当 中 間 期 前 期

(16.９.30現在)
前期末比増減

金 額金 額

(17.３.31現在)

１年以内償還 社債

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金

資 本 準 備 金

任 意 積 立 金

投 資 損 失 引 当 金

期     別 

【 負 債 の 部 】

(17.９.30現在)

 科     目

資 本 合 計

負債及び資本 合計

負 債 合 計

支 払 手 形

営 業 未 払 金

中間(当期)未処分利益
又は中間未処理損失(△)

未 払 法 人 税 等

社 債

賞 与 引 当 金

長 期 預 り 金
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  単位 : 百万円(百万円未満切捨)

期     別

百分比 百分比 百分比

％ ％ ％

営    業    収    益 ( 23,442 ) 100.0 ( 22,928 ) 100.0 ( 514 ) ( 45,411 ) 100.0

保 管 料 1,922 1,828 94 3,614

荷 役 料 1,360 1,343 16 2,559

荷 捌 料 4,964 4,685 279 9,423

陸 上 運 送 料 11,942 11,877 64 23,212

物 流 施 設 賃 貸 料 400 448 △ 48 877

不 動 産 賃 貸 料 2,812 2,560 252 5,363

そ の 他 39 184 △ 144 359

営    業    原    価 ( 20,932 ) 89.3  ( 20,667 ) 90.1  ( 264 ) ( 40,781 ) 89.8

作 業 費 15,874 15,572 302 30,651

賃 借 料 1,011 1,049 △ 37 2,055

人 件 費 923 934 △ 10 1,833

減 価 償 却 費 916 969 △ 52 2,002

そ の 他 2,206 2,141 64 4,239

販売費及び一般管理費 ( 1,415 ) 6.0   ( 1,597 ) 7.0   ( △ 181 ) ( 3,119 ) 6.9   

1,095 4.7   664 2.9   431 1,510 3.3   

営  業  外  収  益 ( 340 ) 1.4   ( 295 ) 1.3   ( 44 ) ( 516 ) 1.1   

受取利息 ･配当金 281 242 39 390

そ の 他 58 53 5 125

営  業  外  費  用 ( 278 ) 1.2   ( 324 ) 1.4   ( △ 46 ) ( 692 ) 1.5   

支 払 利 息 217 266 △ 49 505

そ の 他 61 58 3 187

1,157 4.9   635 2.8   521 1,334 2.9   

特    別    利    益 ( － ) － ( 1,926 ) 8.4   ( △ 1,926 ) ( 1,926 ) 4.3   

賃貸契約解約違約金 － 1,806 △ 1,806 1,806

固 定 資 産 売 却 益 － 58 △ 58 58

そ の 他 － 60 △ 60 60

特    別    損    失 ( 3,991 ) 17.0  ( 1,849 ) 8.1   ( 2,141 ) ( 1,909 ) 4.2   

投資損失引当金繰入額 2,102 － 2,102 －

減 損 損 失 1,796 － 1,796 －

賃借契約解約補償金 － 1,680 △ 1,680 1,680

訴 訟 和 解 金 － 140 △ 140 140

そ の 他 92 29 63 88

△ 2,834 △12.1 711 3.1 △ 3,545 1,350 3.0 

29 0.1   433 1.9   △ 403 39 0.1

－ － － － － △ 62 △0.1 

365 1.6   － － 365 732 1.6   

△ 3,229 △13.8 278 1.2 △ 3,507 641 1.4 

1,137 829 308 829

－ － － 228

△ 2,091 1,107 △ 3,199 1,242
中間（当期）未処分利益
又は中間未処理損失(△)

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
又 は 中 間 純 損 失 ( △ )

法 人 税 等 還 付 金

２．中 間 損 益 計 算 書

中 間 配 当 額

税引前中間(当期)純利益
又は税引前中間純損失(△)

特

別

損

益

の

部

前 年 中 間 期

経

常

損

益

の

部

営

業

損

益

の

部

経 常 利 益

 科       目

営 業 利 益

営

業

外

損

益

の

部

前 期

金 額

 (17.４.１～17.９.30)  (16.４.１～16.９.30)  (16.４.１～17.３.31)
増 減

金 額金 額 金 額

当 中 間 期
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３．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

② 子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

③ その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準および評価方法 

貯蔵品･･･個別法による原価法 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法により償却。 

ただし、平成 10年４月１日以降の取得の建物(建物附属設備を除く)については、定額法

を採用している。 

② 無形固定資産 

定額法により償却。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用している。 

(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸

念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に負担すべき支給見込額を計上してい

る。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。

数理計算上の差異は､各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生年度の翌事業年度から

費用処理している。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて､内規に基づく当中間期末要支給額を計上している。 

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益と

して処理している。 



－ 33 － 

(6) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては､通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしている。 

(7) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引のみを採用しており、特例処理の要件を満たしているため、特例処理

を行っている。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ ヘッジ手段･･･金利スワップ 

・ ヘッジ対象･･･長期借入金 

③ ヘッジ方針 

将来の金利上昇リスクをヘッジするために変動金利を固定化する目的で｢金利スワップ

取引｣を利用しているのみで、投機目的の取引は行っていない。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘッジ有効性評価は省略している。 

(8) その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用している。 

(9) 会計処理の変更 

固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14 年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年 10月 31 日)を適用している。

この結果、従来の方法によった場合に比べて当中間期の減価償却費は 32百万円減少し、営業

利益及び経常利益は同額増加し、税引前中間純利益は1,764 百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除している。 
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（注 記 事 項） 

 
【当中間期】 【前  期】 【前年中間期】 

１．有形固定資産の減価償却累計額 28,015 百万円 27,163 百万円 26,199 百万円 

２．偶発債務 保証債務額 3,843 百万円 3,906 百万円 4,286 百万円 

       受取手形割引高 191 百万円 277 百万円 751 百万円 

（リース取引関係） 

 【当中間期】 【前  期】 【前年中間期】 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

取得価額相当額 455 百万円 465 百万円 572 百万円 

減価償却累計額相当額 353 百万円 320 百万円 371 百万円 

中間期末(期末)残高相当額 102 百万円 144 百万円 200 百万円 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期

末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

(2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

１ 年 内 63 百万円 82 百万円 99 百万円 

１ 年 超 39 百万円 62 百万円 101 百万円 

合 計 102 百万円 144 百万円 200 百万円 

（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が

有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 41 百万円 106 百万円 58 百万円 

減価償却費相当額 41 百万円 106 百万円 58 百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

（貸主側） 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高 

取得価額 3,513 百万円 3,513 百万円  

減価償却累計額 585 百万円 481 百万円  

中間期末(期末)残高 2,928 百万円 3,031 百万円  
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 【当中間期】 【前  期】 【前年中間期】 

(2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

１ 年 内 188 百万円 182 百万円  

１ 年 超 2,934 百万円 3,030 百万円  

合 計 3,123 百万円 3,212 百万円  

(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 89 百万円 169 百万円  

減価償却費 103 百万円 227 百万円  

受取利息相当額 129 百万円 269 百万円  

(4) 利息相当額の算定方式 

  利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっている。 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１ 年 内 693 百万円 627 百万円  

１ 年 超 3,008 百万円 2,877 百万円  

合 計 3,702 百万円 3,504 百万円  

（貸主側） 

 未経過リース料 

１ 年 内 274 百万円 274 百万円  

１ 年 超 2,419 百万円 2,556 百万円  

合 計 2,693 百万円 2,830 百万円  

 

 


